
 

 

 

 

入札説明書 

 

 

件名 

新潟市デジタルモノクロ複合機 

賃貸借及び保守業務 

 

 

 

 

 

 

令和３年５月 

新潟市 市民生活部 市民生活課 

  



 

 

 

この入札説明書は，政府調達に関する協定（平成７年条約第２３号），地方自治法

（昭和２２年法律第６７号），地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施

行令」という。），地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令

（平成７年政令第３７２号），新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号。以

下「規則」という。），新潟市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平

成１９年新潟市規則第８８号。以下「特例規則」という。），本件に係る入札公告（以

下「入札公告」という。）のほか，本市が発注する調達契約に関し，一般競争に参加

しようとする者（以下「入札参加者」という。）が熟知し，かつ，遵守しなければな

らない一般的事項を明らかにするものである。 

 

1. 競争入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

「新潟市デジタルモノクロ複合機賃貸借及び保守業務」（以下，「本業務」とい

う。） 一式(公告番号 新潟市契約公告第７２号) 

(2) 履行の内容等 

「新潟市デジタルモノクロ複合機賃貸借及び保守業務仕様書」（以下，「仕様書」

という。）のとおり。 

(3) 履行場所 

新潟市市民生活部市民生活課が指定する場所 

(4) 契約期間 

令和３年９月１日から令和８年８月３１日まで（６０か月間） 

なお，本件は，地方自治法（昭和２２ 年法律第６７ 号）第２３４条の３の規

定による長期継続契約とする。 

(5) 入札方法 

「７ヶ月分（月額×７ヶ月）の金額」（初年度分）で入札に付する。 

なお、落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の１０％に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とするので，入札者は，消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 

 

 



 

 

 

2. 入札に参加する者に必要な要件 

(1) 本市の「競争入札参加資格者名簿（業務委託）」に登載されている者であること。 

(2) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

(3) 新潟市競争入札参加有資格者指名停止等措置要領の規定に基づく指名停止の措

置を受けていない者であること。 

(4) 「プライバシーマークの認定」又は「情報セキュリティマネジメントシステム

（ＩＳＭＳ）の認定」を受けている者であること。 

(5) 保守対象機器に関し，本市の求めに応じて，迅速な保守作業の体制が整備され

ていることを証明できる者であること。 

 

3. 問い合わせ先 

郵便番号９５１－８５５０ 

新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

新潟市市民生活部市民生活課 

電話：０２５－２２６－１１１３（直通） 

ファックス：０２５－２２３－８７７５ 

電子メール：shiminseikatsu@city.niigata.lg.jp 

※本件に関し，このアドレスに e-mail を送信する際は，件名に【デジタルモノク

ロ複合機】を含めること。 

件名の例：【デジタルモノクロ複合機】入札参加申請について 

 

4. 競争入札参加申請等 

(1) 様式第１号「一般競争入札参加申請書」に，様式第２号「秘密保持誓約書」，

様式第３号「供給機器に関する保守等の体制調書」，様式第４号「機能証明書（機

器等明細一覧）」を添えて，令和３年６月２２日（火曜）午後５時までに上記3

の場所に持参または郵送にて提出すること。なお，持参する場合の受付時間は，

市役所開庁日の午前８時３０分から午後５時までとする。 

 (2) 入札者は，提出された書類に関し説明を求められた場合は，随時それに応じ

なければならない。 

(3) 提出書類に基づき審査を行い，入札参加の可否を決定し，一般競争入札参加

資格確認結果通知書を令和３年６月２９日（火曜）までに発送する。 

(4) 申請書提出後に入札参加を辞退する場合は，書面で届け出ること。 

 

mailto:shiminseikatsu@city.niigata.lg.jp


 

 

 

5. 入札保証金 

新潟市契約規則第１０条第２号により，入札保証金は免除する。 

 

6. 入札及び開札 

 (1) 入札・開札日時及び場所 

ア 日時 令和３年７月１２日（月曜） 午後４時００分 

イ 場所 上記 3(1)の同所本館２階 入札室 

(2) 郵送による入札書等の受領期間及び提出先 

ア 書留郵便に限る。 

イ 受領期間 令和３年５月３１日（月曜）から令和３年７月９日（金曜）午

後５時まで 

ウ 提出先 上記 3の場所へ提出すること。 

(3) 入札参加者又はその代理人は，別添の仕様書，契約書(案)及び規則を熟知の

上，入札をしなければならない。仕様書について疑義がある場合は，様式第５

号「質疑書」を令和３年５月３１日（月曜）から同年６月１５日（火曜）午後

５時までに上記 3へ電子メール又はファックスにより提出すること。 

(4) 入札参加者又はその代理人は，本件に係る入札について他の入札参加者の代

理人となることができない。 

(5) 入札室には，入札参加者又はその代理人以外の者は入室することができない。

ただし，入札担当職員が特にやむを得ない事情があると認めた場合は，付添人

を認めることがある。 

(6) 入札参加者又はその代理人は，入札開始時刻後においては入札室に入室する

ことができない。 

(7) 入札参加者又はその代理人は，入札室に入室しようとするときは，入札担当

職員に一般競争入札参加資格確認結果通知書（写し可）並びに代理人をして入 

札させる場合においては，入札権限に関する委任状を提出すること。 

(8) 入札参加者又はその代理人は，入札担当職員が特にやむを得ない事情がある

と認めた場合のほか，入札室を退室することはできない。 

(9) 入札参加者又はその代理人は，様式第６号「入札書」及び様式第７号「委任

状」を使用すること。 

(10) 入札参加者又はその代理人は，次の各号に掲げる事項を記載した様式第６号

「入札書」を提出しなければならない。 

ア 入札参加者の住所，会社（商店）名，入札者氏名及び押印（外国人にあっ

ては，署名をもって押印に代えることができる。以下同じ。） 

イ 代理人が入札する場合は，入札参加者の住所，会社（商店）名，受任者氏

名（代理人の氏名）及び押印 



 

 

 

ウ 入札金額 

エ 履行場所 

オ 品名（件名）及び数量 

カ 品質・規格 

詳細に記載すること。ただし，「仕様書のとおり」という記載でも構わない。 

(11) 入札書等及び入札に係る文書に使用する言語は，日本語に限る。また，入札

金額は，日本国通貨による表示とすること。 

(12) 入札書等は封書に入れ，かつ，その封皮に入札の日付，品名，入札参加者の

氏名（法人にあっては，その名称又は商号）を記載し，入札公告に示した日時

に入札すること。なお，郵便（書留郵便に限る。）により入札する場合につい

ては，二重封筒とし外封筒の表書きとして「入札書在中」と朱書きする。上記

で示した入札書等ほか，一般競争入札参加資格確認結果通知書の写しを同封す

ること。加入電信，電報，電話その他の方法による入札は認めない。 

(13) 入札書等及び委任状は，ペン又はボ－ルペン（鉛筆は不可）を使用すること。 

(14) 入札参加者又はその代理人は，入札書等の記載事項を訂正する場合は，当該

訂正部分について押印しておくこと。 

(15) 入札参加者又はその代理人は，その提出した入札書等の引換え，変更，取消

しをすることができない。 

(16) 不正の入札が行われるおそれがあると認めるとき，又は災害その他やむを得

ない理由が生じたときは，入札を中止し，又は入札期日を延期することがある。 

(17) 談合情報等により，公正な入札が行われないおそれがあると認められるとき

は，抽選により入札者を決定するなどの場合がある。 

(18) 開札は，入札参加者又はその代理人が出席して行う。この場合において，入

札参加者又はその代理人が立ち会わないときは，当該入札執行事務に関係のな

い職員を立ち会わせてこれを行う。 

(19) 開札した場合においては，入札参加者又はその代理人の入札のうち，予定価

格の制限に達した価格の入札がないときは，６．（１）の入札・開札日時以降

に再度の入札を行う。再入札書の提出方法については，別途指示する。また，

下記７の各号に該当する無効入札をした者は，再入札に加わることができない。 

  (20) 再入札は１回とし，落札者のない場合は地方自治法施行令第１６７条の２第

１項第８号の規程により，再入札において有効な入札を行った者のうち，最低

金額を記載した入札参加者と随意契約の交渉を行うことがある。 

 

７．入札の無効 

次の各号に該当する入札は，これを無効とする。 

(1) 入札公告に示した競争に参加する者に必要な資格のない者がした入札又は

代理権のない者がした入札 



 

 

 

(2) 入札書等の記載事項中入札金額又は入札者の氏名その他主要な事項が識別

しがたい入札 

(3) 入札者が２以上の入札（本人及びその代理人がした入札を合わせたものを含

む。）をした場合におけるその者の全部の入札 

(4) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）

等に抵触する不正の行為によった入札 

(5) 公正さを疑うに足りる相当な理由があると認められる入札 

(6) 再度入札において初回の最低入札価格以上の価格で行った入札 

(7) 入札公告等において示した入札書の受領期限までに到着しなかった入札 

(8) その他入札に関する条件に違反した入札 

(9) 入札書記載の金額を加除訂正した入札 

(10) 上記(4)，(5)に該当する入札は，その入札の全部を無効とすることがある。 

 

８．落札者の決定 

(1) 有効な入札書等を提示した者であって，予定価格の制限の範囲内で最低の価

格をもって申込みをした者を契約の相手方とする。 

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは，直ちに，当該入

札者にくじを引かせて落札者を決定する。この場合において，当該入札者のう

ち出席しない者又はくじを引かない者があるときは，当該入札執行事務に関係

のない職員にこれに代わってくじを引かせ，落札を決定する。 

(3) 落札者を決定した場合において，落札者とされなかった入札者から請求があ

ったときは，速やかに落札者を決定したこと，落札者の氏名及び住所，落札金

額並びに当該請求者が落札者とされなかった理由（当該請求を行った入札者の

入札が無効とされた場合においては，無効とされた理由）を，当該請求を行っ

た入札者に書面により通知するものとする。 

 

９．契約の停止等 

本契約に関し，政府調達に関する苦情処理の手続に基づく苦情申立があったとき

は，契約を停止し，又は解除することがある。 

 

１０．契約保証金 

新潟市契約規則第３３条および物品契約等に係る履行保証事務取扱い要領の２に

より，契約金額を１年間当たりの額に換算した金額の１００分の１０以上の金額と

し，現金若しくは銀行が振り出し，若しくは支払い保証した小切手又は無記名の国



 

 

 

債若しくは地方債をもって充てる。ただし，同規則第３４条の各号のいずれかに該

当する場合は，契約保証金を免除する。 

 

１１．契約書の作成 

(1) 契約書を作成する場合においては，落札者は，交付された契約書に記名押印

し，落札決定の日から１０日以内の間に当該契約を締結すること。ただし，特

別の事情があると認めるときは，契約の締結を延長することができる。 

(2) 契約書及び契約に係る文書に使用する言語並びに通貨は，日本語及び日本国

通貨に限る。 

(3) 落札者は，落札金額に対応する項目（機器等）ごとの内訳明細書を作成し，

速やかに本市に提出すること。 

 

１２．支払いの条件 

本契約に係る代金は，当市の検査に合格した後，適正な請求書に基づいて支払う。 

 

１３．契約条項 

別添「契約書（案）」による。 

 

１４．競争入札参加資格審査申請 

本件の公告時に，新潟市の競争入札参加資格者名簿に登載されていない者で本件

の入札に参加を希望する者は，政府調達（ＷＴＯ）契約に係る業務委託入札参加資

格審査申請書を令和３年６月１４日（月曜）までに下記へ提出すること。なお，申

請書類は新潟市財務部契約課ホームページから取得することができるほか，新潟市

財務部契約課で交付する。 

なお，この場合は，「政府調達（ＷＴＯ）契約に係る業務委託入札参加資格審査申

請受付確認票」を入手のうえ，その写しを「４．競争入札参加申請等」の提出書類

に含めること。 

 

郵便番号９５１－８５５０ 

新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

新潟市財務部契約課物品契約係 

電話：０２５－２２６－２２１３（直通） 

http://www.city.niigata.lg.jp/business/keiyaku/keiyaku_top 

 

http://www.city.niigata.lg.jp/business/keiyaku/keiyaku_top


 

 

 

１５．その他 

(1)入札書の提出期限は，公告文に指定した入札書提出期限とし，提出期限以後に

到着した入札書は，いかなる理由があっても無効とする。  

(2)入札書の到着確認，入札参加者数及び入札参加者名の問い合わせには一切応じ

ない。  

(3)本件は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定による

長期継続契約であるため，本契約締結日の属する年度の翌年度以降において，歳

入歳出予算の当該金額について減額又は削除があった場合は，本契約を変更又は

解除することがある。 

 



  

 

 

 

 

 

新潟市デジタルモノクロ複合機 

賃貸借及び保守業務仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年５月 

新潟市市民生活部市民生活課 
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１ 件名  

新潟市デジタルモノクロ複合機賃貸借及び保守業務 

 

２ 物品調達台数及び設置（納入）場所  

デジタルモノクロ複合機（以下，「機器」という。） ５０台 

※詳細は，別紙１のとおり 

 

３ 年間複写予定枚数  

モノクロ 442,056 枚（過去 3 年平均値） 

※詳細は別紙２のとおり 

 

４ 契約方法  

（１）市⺠⽣活部市⺠⽣活課（４０台），財務部市⺠税課（10 台）を各課ごとに契約を⾏
う。 

（２）賃貸借，設置，環境設定，運用保守及び障害対応，消耗部品納入に関する契約を「月
額賃貸借料」と「カウンター料」により⾏う。 

（３）契約期間は，令和３年９月１⽇から令和 8 年８月３１⽇（６０カ月）⻑期継続契約と
する。 

（４）賃貸借料及び消耗品供給に係る料金の支払いは，月額払いを原則とし、各課ごとの契
約内容によるものとする。また，契約期間前設置した機器の費用を請求しないものとする。 

 

５ 機器機能仕様  

 庁内ＬＡＮを利用したＩＰファックス機能を主に使用するため，支障なく通信・運用がで
き，以下の機能を有すること。 

（１）ＩＰファックス機能を有すること。 

（２）走査線密度 400×400dpi（微細字）以上の送受信ができること。 



  

 

（３）ファーストコピータイム１０秒（A４横）以下であること。 

（４）ウォームアップタイム３０秒以下であること。 

（５）連続複写速度１８枚/分（Ａ４横）以上であること。 

（６）普通記録用紙で使用できること。 

（７）４種類（Ａ４縦，Ａ４横，Ｂ４，Ａ３）の記録用紙が装填できるトレイモジュールを
有すること。 

（８）Ａ３サイズを等倍で送受信できること。 

（９）読み取り方法は次の２方式を有すること。 

① 静止読み取り（ガラス面読み取り） 

② 自動給紙読み取り 

（１０）自動原稿送装置を有すること。 

（１１）ファックスプリントとコピーの各機能別に排出先を切り替える排出トレイを有する
こと。（インナートレイもしくはサイドトレイを想定） 

（１２）ファックス受信に際し，報知音が設定可能であること。 

（１３）送信情報（送信時刻，ファックス番号，送信元情報等）が印字されない設定が可能
であること。 

（１４）市⺠⽣活部市⺠⽣活課設置の１台については，スキャナー機能を有し，PDF，
TIFF，JPEG 形式で保存可能なこと。 

（１５）本体の大きさは 660mm×710mm（幅×奥⾏）以下であること。 

（１６）機器は，国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に
適合した商品であること。 

 

６ 機器の設置について  

（１）令和３年８月３１⽇までにすべての機器を納品場所に設置完了すること。 

（２）設置の⽇程調整，環境設定，調整，試験については，別途新潟市と協議の上，決定す
ること。 

（３）機器の搬入，設置，設定，調整，契約期間終了後の撤去及びこれに付帯する作業は，
すべて受託者負担において実施すること。 



  

 

（４）新潟市が提示する各所属のＩＰアドレスをワンタッチダイヤル等設定し，ＩＰファッ
クスが利用可能な状態で機器を納入すること。 

 

７ 保守について  

本賃貸借契約には，以下の保守条件を含める。 

（１）保守条件 

保守は，契約期間の５年間⾏うこととする。 

（２）定期点検 

機器の障害を未然に防ぎ，正常な状態に保つよう，受託者による年１回以上の定期的な点
検を実施すること。 

（３）連絡先の表示 

修理及び消耗品の発注依頼の連絡先を機器のわかりやすい場所に表示すること。 

（４）修理依頼への対応 

機器に障害が発⽣し，正常な状態で稼働しなくなった旨の連絡を受けたときは，修理依頼
の通報を受けてから，おおむね１時間以内の速やかな障害復旧に当たること。 

（５）修理困難な機器の交換 

機器が障害を繰り返し，修理及び点検等のために機器を使用する時間が大幅に制限される
場合は，契約期間の途中であっても，同一機種の未使用品と速やかに交換すること。 

（６）部品・消耗品等の供給 

機器に必要な部品及び用紙以外の消耗品等については，設置場所の近くに常に適正在庫を
保管し，新潟市の供給依頼に応じて速やかに円滑供給すること。 

（７）使用済み部品・消耗品等の回収 

使用済み部品及び消耗品等については，定期点検及び修理時に必要に応じて，また，回収
依頼通報をした際には速やかに回収すること。 

 

８ その他  

（１）簡易取扱説明書を台数分用意し，機器の設置の際，市に十分な説明を⾏ったうえで手
渡すこと。 



  

 

（２）賃貸借期間終了後，受託者は，機器を引き取るものとする。撤去については，新潟市
と十分な打ち合わせにより残存データの消去をしたうえで撤去作業を⾏い，完了後，新潟市
に報告すること。なお，付保費については，受託者の負担とする。 

（３）機器に動産総合保険を付するものとする。なお，通常の火災のほか，次の特約を付す
とともに，付保費については受託者の負担とする。 

①盗難 

②落雷 

③水害（震災による津波は除く。）



  

 

別紙１ 

設置場所詳細（設置場所住所については，市ホームページで確認すること。） 

市民生活部市民生活課 所管（40台）  

№ 所属 設置場所 備考 

1 市民生活部 市民生活課 ※契約所管課 

2 北区 区民生活課   

3 北区 北出張所   

4 北区 濁川連絡所   

5 北区 南浜連絡所   

6 北区 早通連絡所   

7 東区 区民生活課   

8 東区 石山出張所   

9 東区 大形連絡所   

10 東区 山の下行政サービスコーナー   

11 中央区 窓口サービス課（証明）   

12 中央区 窓口サービス課（戸籍）   

13 中央区 窓口サービス課（郵送）   

14 中央区 東出張所   

15 中央区 南出張所   

16 中央区 入舟連絡所   

17 中央区 関屋行政サービスコーナー   

18 江南区 区民生活課   

19 江南区 横越出張所   

20 江南区 曽野木連絡所   

21 江南区 両川連絡所   

22 江南区 大江山連絡所   

23 江南区 亀田行政サービスコーナー   

24 秋葉区 区民生活課   

25 秋葉区 小須戸出張所   

26 秋葉区 新津行政サービスコーナー   

27 南区 区民生活課   

28 南区 味方出張所   

29 南区 月潟出張所   

30 西区 区民生活課   



  

 

31 西区 西出張所   

32 西区 黒埼出張所   

33 西区 赤塚連絡所   

34 西区 中野小屋連絡所   

35 西区 黒埼行政サービスコーナー   

36 西蒲区 区民生活課   

37 西蒲区 岩室出張所   

38 西蒲区 西川出張所   

39 西蒲区 潟東出張所   

40 西蒲区 中之口出張所   
    

財務部市民税課 所管（10 台）  

№ 所属 設置場所 備考 

1 財務部 市民税課 ※契約所管課 

2 財務部資産税課 資産税第１分室   

3 財務部資産税課 資産税第２分室   

4 北区 区民生活課（税保険料係）   

5 東区 区民生活課（税保険料Ｇ）   

6 江南区 区民生活課（税保険料係）   

7 秋葉区 区民生活課（税保険料係）   

8 南区 区民生活課（税保険料係）   

9 西区 区民生活課（税保険料Ｇ）   

10 西蒲区 区民生活課（税保険料係）   
  

  



  

 

別紙２ 

年間カウンター使用枚数 
   

市民生活課（４０か所） 

   年間使用枚数 

 平成２９年度 287,291 

 平成３０年度 288,198 

 平成３１年度 287,454 

 過去３年平均 287,648 
   

市民税課（１０か所） 

   年間使用枚数 

 平成２９年度 156,655 

 平成３０年度 164,406 

 平成３１年度 142,164 

 過去３年平均 154,408 
   

 



新潟市デジタルモノクロ複合機賃貸借及び保守業務契約書（案） 

 新潟市（以下「甲」という。）と○○○○株式会社○○支店（以下「乙」という。）は，「新

潟市デジタルモノクロ複合機賃貸借及び保守業務」について，次のとおり契約（以下「本契

約」という。）を締結する。 
１ 機器等の名称及び数量 

「新潟市デジタルモノクロ複合機賃貸借及び保守業務仕様書」（以下「仕様書」という。）

のとおり。 

２ 業務仕様 

別紙仕様書のとおり。 

３ 機器等の設置場所 

別表１「機器等の設置場所」のとおり。 

４ 履行期間 

令和 3 年 9 月 1日 から 令和 8年 8 月 31 日 まで（60か月） 

５ 契約金額 

別表２「賃借料の内訳」のとおり。 

６ 契約保証金 

新潟市契約規則第３４条により契約保証金は免除する。 

７ 契約条項 

別紙「新潟市デジタルモノクロ複合機賃貸借及び保守業務契約書 契約条項」のとおり。 

本契約を証するため本書２通を作成し，甲乙両者が記名押印の上，各自１通を保有する

ものとする。 

    令和  年  月  日 

甲  新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

新 潟 市 

代表者 新潟市長  中原 八一    印 

                  乙 

   

                                      印 



 

別表１ 機器等の設置場所 

(税抜) 

市民生活部市民生活課 所管（40台） 
 

№ 所属 設置場所 備考 

1 市民生活部 市民生活課 ※契約所管課 

2 北区 区民生活課   

3 北区 北出張所   

4 北区 濁川連絡所   

5 北区 南浜連絡所   

6 北区 早通連絡所   

7 東区 区民生活課   

8 東区 石山出張所   

9 東区 大形連絡所   

10 東区 山の下行政サービスコーナー   

11 中央区 窓口サービス課（証明）   

12 中央区 窓口サービス課（戸籍）   

13 中央区 窓口サービス課（郵送）   

14 中央区 東出張所   

15 中央区 南出張所   

16 中央区 入舟連絡所   

17 中央区 関屋行政サービスコーナー   

18 江南区 区民生活課   

19 江南区 横越出張所   

20 江南区 曽野木連絡所   

21 江南区 両川連絡所   

22 江南区 大江山連絡所   

23 江南区 亀田行政サービスコーナー   

24 秋葉区 区民生活課   

25 秋葉区 小須戸出張所   

26 秋葉区 新津行政サービスコーナー   

27 南区 区民生活課   

28 南区 味方出張所   

29 南区 月潟出張所   

30 西区 区民生活課   



 

31 西区 西出張所   

32 西区 黒埼出張所   

33 西区 赤塚連絡所   

34 西区 中野小屋連絡所   

35 西区 黒埼行政サービスコーナー   

36 西蒲区 区民生活課   

37 西蒲区 岩室出張所   

38 西蒲区 西川出張所   

39 西蒲区 潟東出張所   

40 西蒲区 中之口出張所   

    
財務部市民税課 所管（10 台） 

 
№ 所属 設置場所 備考 

1 財務部 市民税課 ※契約所管課 

2 財務部資産税課 資産税第１分室   

3 財務部資産税課 資産税第２分室   

4 北区 区民生活課（税保険料係）   

5 東区 区民生活課（税保険料Ｇ）   

6 江南区 区民生活課（税保険料係）   

7 秋葉区 区民生活課（税保険料係）   

8 南区 区民生活課（税保険料係）   

9 西区 区民生活課（税保険料Ｇ）   

10 西蒲区 区民生活課（税保険料係）   

  
 

別表２ 賃借料の内訳 

契約金額の内訳 

期  間 変動費（１枚につき） 固定費（月額） 

令和３年９月１日～令和８年８月３１日      円       円 

 



 

 

新潟市デジタルモノクロ複合機賃貸借及び保守業務契約書 契約条項 
（基本合意） 
第１条 甲及び乙は，この契約条項（契約書を含む。以下同じ。）に基づき，仕様書等（別添の仕様書，

見本，図面，明細書及びこれらの図書に対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い，日本国の法

令及び新潟市の条例・規則等を遵守し，この契約（この契約条項及び仕様書等を内容とする契約を

いう。以下同じ。）を履行しなければならない。 
２ 乙は，甲に対し，機器をこの契約書の表紙（以下「表紙」という。）記載の約定により賃貸し，甲

はこれを借り受ける。 
３ 機器の納入，撤去その他この契約を履行するために必要な一切の手段については，表紙，この契

約に特別の定めがある場合を除き，乙がその責任において定める。 
４ 乙は，この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約が終了し，又は解

除された後も同様とする。 
５ 乙は，この契約の履行に関して個人情報を取り扱う場合は，個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）及び新潟市個人情報保護条例（平成１３年新潟市条例第４号）を遵守し，個

人の権利及び利益を侵害することのないよう個人情報を適正に扱わなければならない。 
６ この契約条項に定める請求，通知，報告，申出，承諾及び解除は，書面により行わなければなら

ない。 
７ この契約と他の契約（甲及び乙間の合意を指し，その名称を問わない。）の条項に矛盾があれば，

この契約が優先する。 
８ この契約の履行に関して甲乙間で用いる言語は，日本語とする。 
９ この契約条項に定める金銭の支払に用いる通貨は，日本円とする。 
１０ この契約の履行に関して甲乙間で用いる計量単位は，仕様書等に特別の定めがある場合を除き，

計量法（平成４年法律第５１号）の定めるところによるものとする。 
１１ この契約における期間の定めについては，民法（明治２９年法律第８９号），商法（明治３２年

法律第４８号）及び政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）の定め

るところによるものとする。 
１２ この契約は，日本国の法令に準拠するものとする。 
１３ この契約に係る訴訟については，甲の所在地を管轄する裁判所をもって合意による専属的管轄

裁判所とする。 
 
（契約の保証） 
第２条 乙は，この契約締結と同時に，次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。

ただし，第４号の場合においては，履行保証保険契約の締結後，速やかにその保険証券を甲に寄託

しなければならない。 
（１） 契約保証金の納付 
（２） 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 
（３） この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は甲が確実と認め

る金融機関の保証 
（４） この契約による債務の不履行により生ずる損害を填補する履行保証保険契約の締結 
２ 前項各号の金員は，契約金額の１００分の１０以上としなければならない。 



 

 

３ 第１項の規定により，乙が同項第２号又は第３号に掲げるいずれかの保証を付したときは，当該

保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし，同項第４号に掲げる保証を付した

ときは契約保証金の納付を免除する。 
４ 第１項の規定にかかわらず，この契約が新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号）第３

４条第３号，第５号又は第６号のいずれかに該当するときは，第１項各号に掲げる保証を付すこと

を免除する。 
５ 甲は，乙がこの契約の履行をしたときは，速やかに，第１項の規定により納付を受けた契約保証

金又は同項の規定により寄託を受けた有価証券等若しくは金融機関等の保証書を乙に返還しなけれ

ばならない。 
 
（権利義務の譲渡等の制限） 
第３条 乙は，甲の書面による承諾がなければ，この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲

渡し，若しくは承継させ，又は担保に供してはならない。 
 
（公租公課）   
第４条 機器に係る公租公課は，乙の負担とする。 
 
（下請負の禁止） 
第５条 乙は，第三者に対し，業務の全部又は一部を請け負わせてはならない。ただし，あらかじめ

甲の書面による承諾を受けたときはこの限りでない。 
２ 乙は，前項ただし書に基づき業務を請け負わせる（以下「下請負する」という。）ときは，下請負

人の名称及び下請負する業務の内容を書面により甲に通知するものとする。 
３ 乙は，第１項ただし書に基づき下請負する場合は，下請負人をしてこの契約に定める乙の義務と

同等の義務を遵守させるものとし，下請負人が当該義務に違反したときは，下請負人による当該義

務違反は乙の違反とみなして，その一切の責任を乙が負うものとする。 
 
（一般的損害）  
第６条 この契約の履行に伴い生じた損害については，乙がその費用を負担する。ただし，その損害

の発生が甲の責めに帰すべき事由による場合はこの限りでない。 
（第三者に及ぼした損害） 
第７条 この契約の履行に伴い第三者に損害を及ぼしたときは，乙は甲に速やかに報告するものとし，

乙がその損害を賠償しなければならない。ただし，その損害のうち甲の責めに帰すべき事由により

生じたものについては，甲が負担する。 
２ 前項の規定，又はその他の事項について第三者との間に紛争が生じた場合は，甲乙協力してその

処理，解決に当たるものとする。 
 
（検査及び引渡し） 
第８条 乙は，履行期間の始期までに甲の指定した場所に機器を設置し，甲が使用できる状態に調整

（以下，設置及び使用できる状態に調整することを総称して「納入」という。）した後，甲に対して

通知する。 



 

 

２  前項の規定による通知があったときは，甲は，当該通知のあった後，甲の指定する期限までに

乙の立会いを求めて検査を行うものとし，乙が立ち会わないときは，立会いを得ずにこれを行うこ

とができる。 
３ 甲は，納入された機器が前項の検査（第５項の検査をしたときは，同項の検査。以下，これらを

「検査」という。）に合格したときは，その引渡しを受けるものとする。 
４ 甲は，検査に不合格となった機器について，期間を定め，機器の修補，代替機器又は不足分の機

器の納入，あるいは代金の減額を乙に求めることができる。この場合においては，第１６条の規定

を準用する。 
５ 乙は，前項の機器の修補，代替機器又は不足分の機器の納入をしたときは，直ちにその旨を甲に

通知しなければならない。この場合における検査は，第２項の定めるところによるものとし，その

後の手続については，前２項の規定を準用する。 
６ 乙は，検査及び引渡しに要する費用のほか，この契約の履行に要する費用を全て負担するものと

する。 
 
（賃料の請求及び支払） 
第９条 甲は，契約書で定める賃料を乙に支払うものとする。ただし，下記の場合において，甲が乙

に支払うべきその月分の賃料は，その月の暦日数に基づく日割計算によって算定した額とする。 
（１） 機器の引渡日が月の途中である場合 
（２） 甲が月の途中に契約の全部又は一部を解除した場合 
（３） 乙の責めに帰すべき事由又は天災，火災，盗難，その他両者の責めに帰すことのできない事

由により，甲が１か月のうち一部でも機器を使用できなかった場合 
２ 乙は，前項の賃料の当月分を翌月以降に，書面をもって甲に請求するものとする。 
３ 前項の請求は，甲が当月分の給付について行う検査に合格した後でなければすることができない。 
４ 甲は，前２項の規定による請求を受けたときは，その日から起算して３０日以内に賃料を乙に支

払わなければならない。 
５ 乙は，甲の責めに帰すべき事由により，前項に規定する期間内に請求金額を支払わなかったとき

は，当該請求金額に政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条の規定により財務大臣が決定す

る率を乗じて得た額の遅延利息を請求することができる。 
 
（履行遅滞の場合における違約金等） 
第１０条 乙の責めに帰すべき事由により，履行期間の始期までに機器を引渡すことができないとき

は，甲は，乙に対し，違約金の支払を請求することができる。 
２ 前項の違約金の額は，特に約定がある場合を除き，甲の指定する日の翌日から検査に合格する日

までの間の日数（検査に要した日数を除く。以下「遅延日数」という。）に応じ，遅延日数１日につ

き契約金額の１，０００分の１に相当する額とする。ただし，履行期間の始期までに既にこの契約

に基づく機器の一部の引渡しがあったときは，当該引渡しに係る部分に相当する賃料の額を契約金

額から控除した額を契約金額として計算した額とする。 
３ 第１項の違約金は，賃料の支払時に契約金額から控除し，又は契約保証金が納付されているとき

は，これをもって違約金に充てることができる。この場合において，なお当該違約金の額に満たな

いときは，当該額に満つるまでの額の支払を請求するものとする。 



 

 

（機器の使用管理） 
第１１条 甲は，機器の利用説明書による使用方法に従い機器を使用しなければならない。 
２ 乙は，機器に乙の所有に属する旨の表示をするものとする。 
３ 乙は，引渡しと同時に履行期限まで機器の使用収益の権利が甲にあることを確約する。 
 
（機器の修繕等）   
第１２条 機器に故障又は破損その他修繕の必要が生じた場合（通常の使用及び収益によって生じた

機器の損耗並びに機器の経年変化を除く。以下同じ。），甲は，乙に対し，遅滞なくその旨を連絡し

なければならない。 
２ 乙は，前項の規定による連絡を受けた後，機器を甲の使用に供するため，速やかに取替え，補修

その他の措置を講じなければならない。 
３ 前項に要する費用は全て乙の負担とする。ただし，修繕の必要が生じた事由が甲の責めに帰すべ

きものである場合は甲の負担とする。 
４ 甲は，第１項の場合において，第２項の措置によっても機器を甲の使用に供することができない

ときは，直ちにこの契約を解除することができる。 
 
（立入権） 
第１３条 乙は，その代理人，支配人その他の使用人を機器の納入，調整修理等のために機器の設置

場所に立ち入らせることができる。 
 
（他の機械器具の取付け及び機器の移転） 
第１４条 甲は，機器に他の機械器具を取付け，又は設置場所を変更するときは，あらかじめ乙の承

諾を得るものとし，これに要する費用は，甲の負担とする。 
２ 乙は，前項の他の機械器具の取付けが機器の保守修理の費用を増大させ，所定の保守修理ができ

ないとき，又は機器の正常円滑な操作若しくは機器の機能に支障を与えるものと判断したときは，

これを承諾しないことができる。 
 
（損害保険）   
第１５条 乙は，履行期間中の機器について，乙の名義で乙を被保険者とする乙所定の機器に対する

損害保険を付保するものとし，その費用は乙の負担とする。 
２ 保険事故が発生したときは，甲は直ちにその旨を乙に通知するとともに，保険金受領に関し，必

要な一切の書類を乙に交付する。 
３ 乙は，前項の保険金を次の用途に使用するものとする。 
（１） 機器を完全な状態に復元又は修理すること。 
（２） 機器と同様な状態又は性能の同等物件と取り替えること。 
 
（契約不適合責任） 
第１６条 引き渡された機器が種類，品質又は数量に関してこの契約の内容に適合しないものである

とき（以下「契約不適合」という。）は，甲は，乙に対し，期間を指定して，当該機器の修補，代替

物の納入若しくは不足分の納入（以下，これらを「追完」という。）又は契約金額の減額を求めるこ



 

 

とができる。 
２ 乙が前項の規定による追完に応じないときは，甲は，乙の負担により第三者に追完させ，又はこ

の契約を解除することができる。 
３ 前２項の請求は，契約不適合が甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは，することがで

きない。 
４ 甲は，契約不適合を知った時から１年以内にその旨を乙に通知しないときは，第１項及び第２項

の請求をすることができない。ただし，乙が納入の時に契約不適合を知り，又は重大な過失によっ

て知らなかったときは，この限りでない。 
５ 第１項及び第２項の請求について，民法第５６２条第１項ただし書は適用しないものとする。 
６ 第１項及び第２項の請求は，甲の乙に対する損害賠償の請求を妨げるものではない。 
（契約の変更） 
第１７条 甲は，必要と認めるときは，仕様書等の変更の内容を乙に通知して，仕様書等の内容を変

更し，又は契約の履行を中止させることができる。 
２ 前項の場合において，契約金額，履行期間その他の契約内容を変更する必要があるときは，甲乙

協議の上，文書をもって定めるものとする。 
 
（甲の解除権） 
第１８条 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当する場合は，相当の期間を定めて催告をし，その期

間内に履行がないときは，この契約を解除することができる。 
（１） 履行期限までにこの契約を履行しないとき又は履行の見込みがないと認められるとき。 
（２） 正当な事由がないのに定められた期日までにこの契約の履行に着手しないとき。 
（３） 乙又はその代理人，支配人その他の使用人が甲の職員の監督又は検査に際してその職務の執

行又は指示を拒み，妨げ，又は忌避したとき。 
２ 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当する場合は，前項の催告をすることなく，直ちにこの契約

を解除することができる。 
（１） この契約の締結又は履行について，不正があったとき。 
（２） 一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格その他のこの契約の相手方として

必要な資格を失ったとき。 
（３） 自己振出の手形又は小切手が不渡処分を受ける等の支払停止状態となったとき。 
（４） 差押え，仮差押え，仮処分若しくは競売の申立てがあったとき，又は租税滞納処分を受けた

とき。 
（５） 破産手続開始，会社更生手続開始若しくは民事再生手続開始の申立てがあったとき，又は清

算に入ったとき。 
（６） 解散又は営業の全部若しくは重要な一部を第三者に譲渡しようとしたとき。 
（７） 下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）第６条に基づき，中小企業庁長官

が公正取引委員会に対して適当な措置を採るべき旨乙に対して請求したとき，又は同法第７条に基

づき，公正取引委員会が乙に対して勧告したとき。 
（８） 前各号に掲げる場合のほか，乙が，監督官庁から営業の許可の取消し，停止等の処分を受け，

又は乙の事業に関し，監督官庁から，指導，勧告，命令その他の行政指導を受けたとき。 
（９） 前各号に掲げる場合のほか，この契約条項の一つにでも違反したとき。 



 

 

３ 甲は，前２項の規定によるほか，必要があるときは，この契約を解除することができる。 
４ 乙は，第２項各号のいずれかに該当したときは，速やかに甲に報告しなければならない。 
５ 乙は，第１項及び第２項の規定によるこの契約の解除により損害が生じた場合であっても，甲に

損害賠償の請求をすることができない。 
 
（反社会的勢力の排除） 
第１９条 乙は，甲に対し，次の各号の事項を確約する。 
（１） 自らが，暴力団，暴力団員，暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者，暴力団準構

成員，暴力団関係企業，総会屋等，社会運動等標ぼうゴロ，政治活動等標ぼうゴロ，特殊知能暴力

集団，その他これらに準ずる者（以下総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。 
（２） 反社会的勢力と次の関係を有していないこと。 
ア 自ら若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって反社会的勢

力を利用していると認められる関係 
イ 反社会的勢力に対して資金等を提供し，又は便宜を供与するなど反社会的勢力の維持，運営に協

力し，又は関与している関係 
ウ 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係 
エ 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係 
（３） 自らの役員（取締役，執行役，執行役員，監査役，会計参与，理事，監事，相談役，会長そ

の他名称を問わず，経営に実質的に関与している者をいう。）が反社会的勢力ではないこと，及び反

社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。 
（４） 反社会的勢力に自己の名義を利用させ，この契約を締結するものでないこと。 
（５） 自ら又は第三者を利用してこの契約に関して次の行為をしないこと。 
ア 暴力的な要求行為 
イ 法的な責任を超えた不当な要求行為 
ウ 取引に関して，脅迫的な言動をし，又は暴力を用いる行為 
エ 風説を流布し，偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し，又は信用を毀損する行為 
オ この契約に係る資材又は原材料の購入契約その他の契約に当たり，その相手方が反社会的勢力に

該当することを知りながら，その相手方と契約を締結したと認められる行為 
カ この契約に関して，反社会的勢力を資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた

場合（オに該当する場合を除く。）であって，甲から当該契約の解除を求められたにもかかわらず，

これに従わない行為 
キ その他アからカに準ずる行為 
２ 乙について，次の各号のいずれかに該当した場合には，甲は，何らの催告を要せずして，この契

約を解除することができる。 
（１） 前項第１号から第３号の確約に反したことが判明した場合 
（２） 前項第４号の確約に反し契約をしたことが判明した場合 
（３） 前項第５号の確約に反した行為をした場合 
３ 前項の規定によりこの契約が解除された場合には，乙は，甲に対し，甲の被った損害を賠償する

ものとする。 
４ 乙は，第２項の規定による契約の解除により損害が生じた場合であっても，甲に損害賠償の請求



 

 

をすることができない。 
 
（談合その他不正行為による解除） 
第２０条 甲は，乙がこの契約に関し次の各号のいずれかに該当する場合は，催告をすることなく，

直ちにこの契約を解除することができる。 
（１） 公正取引委員会が，乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条に規定する排除措置命令，

独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命令が確定したとき（独占禁止法第７７条の規定により

当該処分の取消しの訴えが提起された場合を除く。）。 
（２） 乙が独占禁止法第７７条の規定により前号の処分の取消しの訴えを提起し，当該訴えについ

て棄却又は却下の判決が確定したとき。 
（３） 乙（乙が法人の場合にあっては，その役員又は使用人）について刑法（明治４０年法律第４

５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確定したとき。 
２ 乙は，前項の規定による契約の解除により損害が生じた場合であっても，甲に損害賠償の請求を

することができない。 
 
（解除に伴う措置） 
第２１条 乙は，甲が第１８条第１項若しくは第２項又は第２０条の規定により契約を解除した場合，

機器の引渡しの前後にかかわらず，契約金額の１０分の１に相当する額の違約金を甲の指定する期

間内に支払わなければならない。 
２ 第２条第１項の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは，

甲は，当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。 
３ 第１項の規定は，甲に生じた損害の額が同項の違約金の額を超える場合において，その超える分

につき甲が乙に請求することを妨げるものではない。 
 
（賠償額の予定） 
第２２条 乙は，この契約に関して第２０条第１項各号のいずれかに該当するときは，機器の引渡し

の前後及び甲が契約を解除するか否かにかかわらず，契約金額の１０分の２に相当する額の賠償金

を支払わなければならない。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，賠償金の支払を免除

する。なお，この契約が終了した後も同様とする。 
（１） 第２０条第１項第１号及び第２号に掲げる場合において，処分の対象となる行為が，独占禁

止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取引委員会告示第１５号）

第６項に規定する不当廉売に該当する場合その他甲が特に認めるとき。 
（２） 第２０条第１項第３号に掲げる場合において，刑法第１９８条の規定による刑が確定したと

き。 
２ 前項の規定は，甲に生じた損害の額が同項の賠償金の額を超える場合において，その超える分に

つき甲が乙に請求することを妨げるものではない。 
３ 前２項の場合において，乙が共同企業体，コンソーシアム等であり，既に解散されているときは，

甲は，乙の代表者であった者又は構成員であった者に賠償金の支払を請求することができる。この

場合において，乙の代表者であった者及び構成員であった者は，共同連帯して前２項の額を甲に支



 

 

払わなければならない。 
 
（乙の解除権） 
第２３条 乙は，甲の責めに帰すべき事由又は災害その他のやむを得ない事由により契約の履行をす

ることができなくなったときは，甲にこの契約の変更若しくは解除又は履行の中止の申出をするこ

とができる。 
２ 甲は，前項の規定による申出があったときは，契約を変更し，若しくは解除し，又は契約の履行

を中止することができる。 
３ 乙は，甲の責めに帰すべき事由による契約の解除によって損害が生じたときは，甲に損害賠償の

請求をすることができる。 
 
（機器の撤去） 
第２４条 乙は契約期間が満了し，又はこの契約が解除されたときは，速やかに機器を撤去しなけれ

ばならない。 
２ 機器の撤去に要する費用については，乙の負担とする。 
 
（危険負担） 
第２５条 機器の引渡し前に生じた機器の滅失，損傷等については，乙が危険を負担する。 
２ 機器の引渡し前に生じた災害その他の甲乙いずれの責めにも帰することができない事由によって

機器が滅失したときは，甲は，この契約を解除することができる。この場合において，甲は，代金

の支払を拒むことができる。 
 
（乙の責務） 
第２６条 乙は，甲に対して機器の利用技術を指導するものとし，甲が目的とする対象業務が合理的・

効果的に処理され，甲の業績向上が図られるよう支援に努めなければならない。 
 
（費用の負担） 
第２７条 この契約の締結に要する一切の費用は，乙の負担とする。 
 
（反社会的勢力からの不当介入等に対する措置） 
第２８条 乙は，この契約の履行に当たり反社会的勢力から不当な介入（契約の適正な履行を妨げる

ことをいう。）又は不当な要求（事実関係及び社会通念に照らして合理的な事由が認められない不当

又は違法な要求をいう。）（以下これらを「不当介入等」という。）を受けたときは，直ちに甲に報告

するとともに警察に届け出なければならない。 
２ 甲は，乙が不当介入等を受けたことによりこの契約の履行について遅延が発生するおそれがある

と認めるときは，甲乙協議の上，履行期限の延長その他の措置をとるものとする。 
 
（疑義の決定） 
第２９条 この契約に関し疑義が生じたときは，甲乙協議の上，決定するものとする。 
 



 

 

（長期継続契約における契約の変更又は解除） 
第３０条 甲は，契約期間中であっても，この契約を締結した翌年度以降において，この契約に係る

歳出予算の減額又は削除があった場合は，この契約を変更又は解除することができる。 
２ 乙は，前項の規定による契約の変更又は解除により損害を受けた場合は，甲に損害賠償請求をす

ることができない。 
 
（個人情報の保護） 
第３１条 乙は，この契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては，別記「個人情

報取扱特記事項」を守らなければならない。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記 

個人情報取扱特記事項 

（基本的事項） 
第１条 乙は，個人情報（個人に関する情報であって，特定の個人が識別され，又は識別され得るも

のをいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し，この契約を履行するに当たっては，個人の権利

利益を侵害することのないよう，個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 
第２条 乙は，この契約を履行するに当たって知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この契

約が終了し，又は解除された後においても，同様とする。 

（収集の制限） 
第３条 乙は，この契約の履行に当たって個人情報を収集するときは，この契約の履行に必要な範囲

内で，適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（適正管理） 
第４条 乙は，この契約を履行するに当たって知り得た個人情報の漏えい，滅失及びき損の防止その

他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（利用及び提供の制限） 
第５条 乙は，甲の指示がある場合を除き，この契約を履行するに当たって知り得た個人情報を契約

の目的以外の目的に利用し，又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（複写又は複製の禁止） 
第６条 乙は，この契約の履行に当たって甲から引き渡された個人情報が記録された資料等を甲の承

諾なしに複写し，又は複製してはならない。 

 （資料等の返還等） 
第７条 乙は，この契約の履行に当たって甲から引き渡され，又は乙自らが収集し，若しくは作成し

た個人情報が記録された資料等は，この契約終了後直ちに甲に返還し，又は引き渡すものとする。

ただし，甲が別に指示したときは，その指示に従うものとする。 

（従事者への周知） 
第８条 乙は，この契約の履行に従事している者に対して，在職中及び退職後において，その業務に

関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと，又は契約の目的以外の目的に使

用してはならないことなど，個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

（実地調査） 
第９条 甲は，必要があると認めるときは，乙がこの契約の履行に当たり，取り扱っている個人情報

の状況について随時実地に調査することができる。 

（事故報告） 
第10条 乙は，この契約に違反する事態が生じ，又は生ずるおそれのあることを知ったときは，速や

かに甲に報告し，甲の指示に従うものとする。 

（指示） 
第11条 甲は，乙がこの契約の履行に当たって取り扱っている個人情報について，その取扱いが不適

当と認められるときは，乙に対して必要な指示を行うことができる。 

（契約解除及び損害賠償） 
第12条 甲は，乙がこの個人情報取扱特記事項の内容に違反していると認めたときは，契約の解除及



 

 

び損害賠償の請求をすることができる。 

 


